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第 ３ 章 
 

 

第３期猪苗代町障がい福祉計画（前期）・ 

第２期猪苗代町障がい児福祉計画（前期） 
 

 

第１節 計画の基本事項         

 

第２節 サービスの見込み量と確保 

 

第３節 地域生活支援事業の 

実施に関する事項 
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 本計画は、全ての人が障がいの有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指すことを基本とする障害者基本法の理

念を踏まえつつ、「障がい者の自己決定と自己選択の尊重」、「障がい種別によらない一

元的な障がい福祉サービスの実施」、「地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサー

ビス基盤の整備」を配慮して策定するものです。 

 また、障がい児通所支援など、障がい児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推

進するため、「第２期猪苗代町障がい児福祉計画」を第３期猪苗代町障がい福祉計画と一

体的に策定しました。 

 

第１ 計画の基本事項 

１．基本的な考え方 

（１）支援を必要とする障がい者が、いつでも希望するサービスを受けることができる 

ような体制づくりを推進します。 

（２）サービス選択が困難な障がい者についての相談支援体制の充実により、必要とす 

るサービスが受けられる仕組みづくりに努め、地域移行を積極的に推進します。 

（３）障がい者の地域移行が進むにつれて発生する新たなニーズの対応については、柔 

軟に対応していくこととします。 

（４）障がい者の特性に応じた支援が実施できるよう人材を確保するため、関係職員等 

に対し各種研修の実施を推進します。 

（５）障がい者の権利擁護、虐待防止等のため、効果的な体制の構築を推進します。 

（６）障がいまたは発達に支援を必要とする子どもの早期発見を図り、早期療育へ繋げ 

る体制の整備を推進します。 

（７）障がい児のライフステージに沿って、子育て支援に係る施策や教育機関が連携を 

図り、切れ目のない支援を提供する支援体制の整備していくことを推進します。 

 

 

 

 

 

福 
 ◆第３章 障がい福祉計画（前期）・ 

障がい児福祉計画（前期） 

 祉 ◇第１節  計画の基本事項 
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【参考】国の障がい福祉計画及び障がい児福祉計画における基本的理念と基本的な考え方 

１．基本的理念 

○ 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

○ 障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施 

○ 入所等から地域生活移行への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題

に対応したサービス提供体制の整備 

○ 地域共生社会の実現に向けた取組 

○ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

○ 障がい福祉人材の確保・定着 

○ 障がい者の社会参加を支える取組定着 

 ２．障がい福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

○ 全国で必要な訪問系サービスを提供 

○ 希望する障がい者に日中活動サービスを提供 

○ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

○ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 

○ 強度行動障害や高次脳機能障害を有する障がい者等に対する支援体制の充実 

○ 依存症対策の推進 

３．相談支援体制の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

○ 相談支援体制の充実・強化 

○ 地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

○ 発達障がい者等に対する支援 

○ 協議会の活性化 

４．障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

○ 地域支援体制の構築 

○ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

○ 地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

○ 特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

○ 障がい児相談支援の提供体制の確保 
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２．第２期猪苗代町障がい福祉計画（後期）・第１期猪苗代町障がい児福祉

計画（後期）の達成状況 

 

第２期猪苗代町障がい児福祉計画（後期）・第１期猪苗代町障がい児福祉計画 

（後期）の達成状況は下記のとおりです。 

※令和５年度については令和５年１０月までの実績からの推計値となっています。 

 

（１）居宅における生活支援のサービス 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者包括支援 

令和３年度 
時間／年 １，７０４ １，３８２ ８１％ 

人／年 １６ １７ １０６％ 

令和４年度 
時間／年 １，７６４ １，４０７ ８０％ 

人／年 １６ １５ ９４％ 

令和５年度 
時間／年 １，８８４ ４，１１３ ２１８％ 

人／年 １７ １８ １０６％ 

短期入所 

（障がい者） 

令和３年度 
人日／年 ８４０ ３２８ ３９％ 

人／年 １８ ４ ２２％ 

令和４年度 
人日／年 ８４０ １０７ １３％ 

人／年 １８ ６ ３３％ 

令和５年度 
人日／年 ８８８ ８６ １０％ 

人／年 １９ ４ ２１％ 

短期入所 

（障がい児） 

令和３年度 
人日／年 ６１ ３５ ５７％ 

人／年 ４ １ ２５％ 

令和４年度 
人日／年 ７６ ２ ３％ 

人／年 ５ １ ２０％ 

令和５年度 
人日／年 ９０ ６ ７％ 

人／年 ６ １ １７％ 

児童発達支援 

令和３年度 
人日／年 １，２２４ ６１６ ５０％ 

人／年 ７ ７ １００％ 

令和４年度 
人日／年 １，３２０ ６４６ ４９％ 

人／年 ９ ７ ７８％ 

令和５年度 
人日／年 １，３８０ ５９８ ４３％ 

人／年 １０ １０ １００％ 
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＊達成率：「実績÷見込量」 

「－」…当初見込量０、実績０の場合 

 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

放課後等 

デイサービス 

令和３年度 
人日／年 ３，７３２ ３，３３７ ８９％ 

人／年 ３４ ３６ １０６％ 

令和４年度 
人日／年 ３，８４０ ２，８２９ ７４％ 

人／年 ３５ ３３ ９４％ 

令和５年度 
人日／年 ３，９３６ ２，５５８ ６５％ 

人／年 ３６ ２７ ７５％ 

保育所等訪問支援 

令和３年度 
人日／年 ３６ ０ ０％ 

人／年 ２ ０ ０％ 

令和４年度 
人日／年 ３６ ２ ６％ 

人／年 ２ １ ５０％ 

令和５年度 
人日／年 ３６ ９ ２５％ 

人／年 ２ １ ５０％ 

保育所の利用を必要

とする障がい児 

令和３年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和４年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和５年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

認定こども園の 

利用を必要とする 

障がい児 

令和３年度 
人日／年 １，０４４ ４７８ ４６％ 

人／年 ５ ４ ８０％ 

令和４年度 
人日／年 １，０４４ ２６２ ２５％ 

人／年 ５ ３ ６０％ 

令和５年度 
人日／年 １，３０８ ６９３ ５３％ 

人／年 ６ ６ １００％ 

放課後児童健全育成

事業の利用を必要と 

する障がい児 

令和３年度 
人日／年 ２，８８０ １，１０４ ３８％ 

人／年 １２ １１ ９２％ 

令和４年度 
人日／年 ２，８８０ ８６１ ３０％ 

人／年 １２ ７ ５８％ 

令和５年度 
人日／年 ２，８８０ １，５０３ ５２％ 

人／年 １２ ９ ７５％ 
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○居宅介護等については、令和３年度及び令和４年度については、概ね見込み

のとおり推移していましたが、令和５年度については、新規事業所の開設に

より重度訪問介護の利用量が増加し見込量を大きく上回りました。なお、次

期計画においては国の基本指針に基づき訪問系サービスについてサービスご

とに個別の見込量を策定します。 

〇短期入所については、障がい者、障がい児ともに当初見込量よりも実績が大

きく下回りました。新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス」

という。）の影響による、利用控えや事業所側の受け入れ制限が主な要因と思

われます。 

〇児童発達支援については、当初見込量よりも実績が大きく下回りました。新

型コロナウイルスの影響による、利用控えや事業所側の受け入れ制限が主な

要因と思われます。また、利用児童の人数は概ね見込みのとおり推移してい

るのに対し、利用実績が大きく下回っていることから地域資源が不足してい

ると考えられます。 

〇放課後等デイサービスについては、令和３年度は概ね見込みのとおりでした

が、令和４年度及び令和５年度については当初見込量よりも実績が下回りま

した。新型コロナウイルスの影響に加え、転出や卒業などにより利用児童が

減少したことが主な要因と思われます。 

〇保育所等訪問支援については、１名の利用があるものの当初見込量を下回る

結果となりました。 

〇保育所の利用を必要とする児童については、利用がありませんでした。 

〇認定こども園の利用を必要とする障がい児については、当初見込量よりも実

績が大きく下回りました。新型コロナウイルスの影響による、利用控えが主

な要因と思われます。 

〇放課後児童健全育成事業（児童クラブ）の利用を必要とする障がい児につい

ては、当初見込量よりも実績が大きく下回りました。新型コロナウイルスの

影響による、利用控えが主な要因と思われます。 
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（２）居住の場を支援するためのサービス 

＊達成率：「実績÷見込量」   

＊ただし、施設入所支援については、障がい福祉計画において、施設入所者の地

域移行を促し削減すること目標としているため、「見込量÷実績値」  

「－」…当初見込量０、実績０の場合  

  

○施設入所支援については、概ね見込量のとおりに推移しています。  

〇共同生活援助については、概ね見込量のとおりに推移しています。令和４年度

は新規の利用が多くありましたが、アパートへの移行や死亡による利用終了も

多く、令和５年度では減少となりました。  

〇自立生活援助については、利用がありませんでした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

施設入所支援 

令和３年度 人／年 ２３ ２３   １００％ 

令和４年度 人／年 ２２ ２２   １００％ 

令和５年度 人／年 ２１ ２３   ９１％ 

共同生活援助 

令和３年度 人／年 １８ ２０ １１１％ 

令和４年度 人／年 ２０ ２４ １２０％ 

令和５年度 人／年 ２２ ２１ ９５％ 

自立生活援助 

令和３年度 人／年 ０ ０ － 

令和４年度 人／年 ０ ０ － 

令和５年度 人／年 ０ ０ － 
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（３）日中活動を支援するためのサービス  

 

 

 

 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

療養介護 

令和３年度 人／年 ０ ０ － 

令和４年度 人／年 ０ ０ － 

令和５年度 人／年 ０ ０ － 

生活介護 

令和３年度 
人日／年 ８，９２８ ８，４５７ ９５％ 

人／年 ４０ ４０ １００％ 

令和４年度 
人日／年 ９，２６４ ８，０６８ ８７％ 

人／年 ４２ ４１ ９８％ 

令和５年度 
人日／年 ９，４４４ ８，８００ ９３％ 

人／年 ４４ ４０ ９１％ 

自立訓練 

（機能訓練） 

令和３年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和４年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和５年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

自立訓練 

（生活訓練） 

令和３年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和４年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

令和５年度 
人日／年 ０ ０ － 

人／年 ０ ０ － 

就労移行支援 

令和３年度 
人日／年 ５２８ ２９７ ５６％ 

人／年 ２ ６ ３００％ 

令和４年度 
人日／年 ５２８ ７７６ １４７％ 

人／年 ２ ６ ３００％ 

令和５年度 
人日／年 ５２８ ３７０ ７０％ 

人／年 ２ ６ ３００％ 
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＊達成率：「実績÷見込量」  

「－」…当初見込量０、実績０の場合  

 

 

 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

就労継続支援Ａ型 

令和３年度 
人日／年 １，０５６ ７９７ ７５％ 

人／年 ４ ４ １００％ 

令和４年度 
人日／年 １，０５６ １，０５９ １００％ 

人／年 ４ ５ １２５％ 

令和５年度 
人日／年 １，３２０ １，３３２ １０１％ 

人／年 ５ ６ １２０％ 

就労継続支援Ｂ型 

令和３年度 
人日／年 ５，７３６ ４，９４４ ８６％ 

人／年 ３０ ２８ ９３％ 

令和４年度 
人日／年 ６，０１２ ５，０４９ ８４％ 

人／年 ３２ ３４ １０６％ 

令和５年度 
人日／年 ６，１３２ ５，３３８ ８７％ 

人／年 ３３ ３６ １０９％ 

就労定着支援 

令和３年度 人／月 １ ２ ２００％ 

令和４年度 人／月 ２ ２ １００％ 

令和５年度 人／月 ３ ４ １３３％ 

計画相談支援 

（障がい者） 

令和３年度 人／月 １００ １０５ １０５％ 

令和４年度 人／月 １０２ １０８ １０６％ 

令和５年度 人／月 １０４ １０７ １０３％ 

計画相談支援 

（障がい児） 

令和３年度 人／月 ４８ ４４ ９２％ 

令和４年度 人／月 ５０ ４１ ８２％ 

令和５年度 人／月 ５２ ３８ ７３％ 

地域移行支援 

令和３年度 人／月 ０ ０ － 

令和４年度 人／月 ０ ０ － 

令和５年度 人／月 ０ ０ － 

地域定着支援 

令和３年度 人／月 ０ ０ － 

令和４年度 人／月 ０ ０ － 

令和５年度 人／月 ０ ０ － 



 

５１ 

〇療養介護については、利用がありませんでした。 

〇生活介護については、概ね見込量のとおり推移しています。新規施設入所者

や新規グループホーム入居者の日中サービスとしての利用や支援学校卒業後

の利用により、今後も利用が増えると考えられます。 

〇自立訓練（機能訓練）については、利用がありませんでした。 

〇自立訓練（生活訓練）については、利用がありませんでした。 

〇就労移行支援については、令和３年度は支援学校在校生の就労アセスメント

による短期的な利用が多く、人数は見込量を上回りましたが利用量は見込量

を下回りました。令和４年度は新規の継続的な利用が多く人数、利用量とも

に見込量を上回りました。令和５年度は利用者の就労に伴い利用終了となる

ことが多く、利用量は見込量を下回りました。 

〇就労継続支援 A 型については、概ね見込量のとおり推移しています。 

〇就労継続支援 B 型については、概ね見込量のとおり推移しています。 

〇就労定着支援については、概ね見込量のとおり推移しています。 

〇計画相談支援（障がい者）については、概ね見込量のとおり推移しています。 

〇計画相談支援（障がい児）については、概ね見込量のとおり推移しています

が、転出や卒業に伴い減少傾向にあります。 

〇地域移行支援については、利用がありませんでした。 

〇地域定着支援については、利用がありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５２ 

 

（４）地域生活支援事業  

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

障害者相談支援事業 

（機能強化事業含む） 

令和３年度 実施の有無 有 有  

令和４年度 実施の有無 有 有  

令和５年度 実施の有無 有 有  

地域自立支援協議会 

令和３年度 実施の有無 有 無  

令和４年度 実施の有無 有 無  

令和５年度 実施の有無 有 有  

成年後見制度利用事業 

令和３年度 実施の有無 有 有  

令和４年度 実施の有無 有 有  

令和５年度 実施の有無 有 有  

居住サポート事業 

令和３年度 実施の有無 無 無  

令和４年度 実施の有無 無 無  

令和５年度 実施の有無 無 無  

意思疎通支援事業 

令和３年度 人 ０ ０ － 

令和４年度 人 ０ ０ － 

令和５年度 人 ０ ０ － 

介護訓練支援 

用具給付 

令和３年度 件 １ ０ ０％ 

令和４年度 件 １ ４ ４００％ 

令和５年度 件 １ １ １００％ 

自立生活支援 

用具給付 

令和３年度 件 １ １ １００％ 

令和４年度 件 １ ５ ５００％ 

令和５年度 件 １ １ １００％ 

在宅療養等支援 

用具給付 

令和３年度 件 １ ０ ０％ 

令和４年度 件 １ ２ ２００％ 

令和５年度 件 １ ３ ３００％ 

情報・意思疎通 

支援用具給付 

令和３年度 件 １ １ １００％ 

令和４年度 件 １ ２ ２００％ 

令和５年度 件 １ １ １００％ 

排泄管理支援 

用具給付 

令和３年度 件 ５２８ ４８５ ９２％ 

令和４年度 件 ５４０ ４３８ ８１％ 

令和５年度 件 ５５２ ４５８ ８３％ 
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＊達成率：「実績÷見込量」  

「－」…当初見込量０、実績０の場合  

 

 

 

 

サービスの種類 年度 単位 見込量 実績 達成率 

移動支援事業 

令和３年度 
延べ利用時間 １２０ １５ １３％ 

利用者 ３ ３ １００％ 

令和４年度 
延べ利用時間 １４４ ２８ １９％ 

利用者 ４ ２ ５０％ 

令和５年度 
延べ利用時間 １８０ ４０ ２２％ 

利用者 ５ ２ ４０％ 

地域活動支援 

センター事業 

令和３年度 
事業所 １ １ １００％ 

人／年 １５ １５ １００％ 

令和４年度 
事業所 １ １ １００％ 

人／年 １６ １５ ９４％ 

令和５年度 
事業所 １ １ １００％ 

人／年 １７ １４ ８２％ 

訪問入浴 

サービス事業 

令和３年度 利用者 ３ ３ １００％ 

令和４年度 利用者 ３ ３ １００％ 

令和５年度 利用者 ４ ３ ７５％ 

日中一時支援事業 

令和３年度 
延べ利用日数 １，２６０ ８１５ ６５％ 

利用者 ３０ ２１ ７０％ 

令和４年度 
延べ利用日数 １，７９８ ６２７ ３５％ 

利用者 ３１ １９ ６１％ 

令和５年度 
延べ利用日数 １，８５６ ６０２ ３２％ 

利用者 ３２ １３ ４１％ 

除雪支援事業 

令和３年度 
延べ利用時間 ９ ４２ ４６７％ 

利用者 ２ ３ １５０％ 

令和４年度 
延べ利用時間 ９ １８ ２００％ 

利用者 ２ ４ ２００％ 

令和５年度 
延べ利用時間 ９ １８ ２００％ 

利用者 ２ ５ ２５０％ 
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〇障害者相談支援事業については、見込のとおり実施しました。  

〇地域自立支援協議会については、令和３年度及び令和４年度ともに実施を予定

していましたが、新型コロナウイルスの影響により開催を見送ったため実施は

ありませんでした。  

〇成年後見制度利用事業については、令和３年度及び令和４年度ともに町長申し

立てが１件ありました。後見人等への報酬助成は実施がありませんでした。な

お、この件数は障がい者のみであり、認知症高齢者を含めたＰ４０の件数とは

異なります。次期計画においては猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画とし

て認知症高齢者も含めた目標値を設定します。  

〇居住サポート事業については、利用がありませんでした。  

〇意思疎通支援事業については、利用がありませんでした。  

〇介護訓練支援用具給付については、令和３年度は実績がありませんでした。令

和４年度は実績が見込量を上回りました。令和５年度は見込みのとおりの実績

がありました。  

〇自立生活支援用具給付については、令和３年度及び令和５年度は見込みのとお

りの実績がありました。令和４年度は実績が見込量を上回りました。  

〇在宅療養等支援用具給付については、令和３年度は実績がありませんでした。

令和４年度及び令和５年度は実績が見込量を上回りました。  

〇情報・意思疎通支援用具給付については、令和３年度及び令和５年度は見込み

のとおりの実績がありました。令和４年度は実績が見込量を上回りました。  

〇排泄管理支援用具給付については、概ね見込みのとおりに推移しています。  

〇移動支援事業については、当初見込量よりも実績が大きく下回りました。実績

のほとんどが町外のグループホーム入所者が町外で利用しているケースであ

り、町内の資源が不足していると考えられます。  

〇地域活動支援センター事業については、概ね見込みのとおりに推移しています。 

〇訪問入浴サービス事業については、概ね見込みのとおりに推移しています。  

〇日中一時支援事業については、当初見込量よりも実績が大きく下回りました。

新型コロナウイルスの影響による、利用控えや事業所側の受け入れ制限が主な

要因と思われます。  

〇除雪支援事業については、積雪が多かったこともあり、実績が見込量を大きく

上回りました。  
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第２ 福祉サービス等の提供体制確保のための目標 

（成果目標）について 

 計画のサービス利用見込量算出にあたっては、現在のサービス利用者数と第２期猪苗代

町障がい福祉計画（後期）・第１期猪苗代町障がい児福祉計画（後期）の実績を基礎とし

つつ、障がい者のニーズ及び地域生活や一般就労への移行を積極的に進めるという国の基

本指針との整合性を図りながら算出しました。 

 

１．福祉施設入所者の地域生活への移行 

 令和８年度末までに、令和４年度末施設入所者の６％以上の地域移行及び施設入所者数

の５％以上を削減することを基本とし、地域生活への移行について目標を設定しました。

なお、令和４年度末では施設入所者は２１人でしたが、令和５年度中に新規入所者が２人

いたため令和６年１月末時点で施設入所者は２３人となっています。 

 地域移行にあたっては障がい者やその家族が安心して生活できる地域生活の基盤づく

りが最も重要となります。しっかりとした基盤づくりを行ったうえで施設入所者の地域生

活への移行を推進します。 

項目 数値 考え方 

現入所者数（Ａ） ２１人 令和４年度末の施設入所者数 

目標年度入所者数（Ｂ） ２１人 令和８年度末時点での施設入所者数（見込） 

目標値 

地域生活移行者数 

２人 

（９．５％） 
施設入所からグループホーム等への地域移行者数 

目標値 

削減見込（Ａ－Ｂ） 

０人 

（０％減） 

令和８年度末時点の削減見込者数 

※国が示している成果目標（５％以上削減）を下回る

結果となりますが、令和６年１月末時点の施設入所者

数が２３人で、令和４年度末の施設入所者数（２１人）

を上回っているため、地域生活移行者数を２人として、

令和４年度末の施設入所者数を維持できるよう努めま

す。 

＊国が示している成果目標 

・地域移行者数：令和４年度末施設入所者の６％以上 

・施設入所者数：令和４年度末の５％以上削減 
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施設入所者の状況                       令和５年３月３１日現在 

施設名 施設所在地 入所者数 施設名 施設所在地 入所者数 

福島県ばんだい荘あおば 猪苗代町 １０ 福島県矢吹しらうめ荘 矢吹町 １ 

福島県ばんだい荘わかば 猪苗代町 １ 福島県かえで荘 西郷村 １ 

静心園 福島市 １ 福島県ひばり寮 西郷村 ２ 

アガッセ 会津若松市 １ 福島県きびたき寮 西郷村 ２ 

ゆきわり荘 会津美里町 １ 福島県かしわ荘 西郷村 １ 

合計 １０施設 ２１名 

 

２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 本町では精神障がいのある人が地域での生活を希望する場合、そのケースに応じて協議

の場を設けているところです。精神障がいのある人が、地域の一員として安心して暮らす

ことができるよう、個別のケースだけではなく、医療、障がい福祉、住まい、社会参加（就

労）、地域の助け合い、教育などが包括的に確保された地域包括システムの構築を推進す

るための協議の場を整備することが求められています。本町では、令和８年度末までに整

備に向けた検討をすすめます。また、より効果的な支援体制構築のため、地域生活支援拠

点等事業と同様に広域での整備を検討していきます。 

＊国が示している成果目標 

・精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の平均を３２５．３日以上とする。 

・退院率：３ヵ月後６８．９％以上、６ヵ月後８４．５％以上、１年後９１．０％以上 

 

３．地域生活支援の充実 

 地域生活支援を充実させるため、本町では地域生活支援拠点等事業を行っています。地

域生活支援拠点等事業は、障がいのある方の重度化、高齢化及び「親亡き後」に備えると

ともに、障がいのある方の入所施設及び病院からの地域移行を進めるため、重度障がいに

も対応することができる専門性を有し、地域生活で生じる緊急事態に対応することを目的

とした事業です。 

本町では磐梯町、北塩原村、湯川村との４町村共同により拠点等事業を実施する協定書

を締結し、「会津北部地域生活支援拠点等」を整備しました。今後は会津北部地域生活支

援拠点等として、定期的に運営状況の検証・検討を行うとともに、相談支援事業所や医療

機関、福祉サービス事業所等関係機関と連携して各機能の充実化に努めていきます。 
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項目 現在 令和８年度末目標 

地域生活支援拠点等 

設置数 
１ヵ所 １ヵ所 

コーディネーターの 

配置人数 
３人 ４人 

運用状況の 

検証・検討回数 
１回／年 １回／年 

強度行動障がいがある方の 

状況や支援ニーズの把握 
無 有 

強度行動障がいがある方への 

支援体制 
無 有 

＊国が示している成果目標 

・地域生活支援拠点等を整備するとともにコーディネーターの配置などによる効果的な 

支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、年１回以上運営状況の検証、検討を行う。 

・強度行動障害を有する方の支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進める。 
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４．福祉施設から一般就労への移行等 

 福祉施設から就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する者の数

値目標を設定しました。 

項目 数値 考え方 

令和３年度一般就労移行者数 １人 
令和３年度において福祉施設を退所し、一般就労

へ移行した人数 ① 

目標値 

一般就労移行者数 
４人 

令和８年度中に福祉施設を退所し、一般就労へ移

行すると見込まれる人数 ② 

令和３年度の 

就労移行支援事業移行者数 
１人 

①のうち就労移行支援事業を通じて一般就労へ

移行した人数 

目標値 

就労移行支援事業移行者数 
３人 

②のうち就労移行支援事業を通じて一般就労へ

移行すると見込まれる人数 

令和３年度の 

就労継続支援Ａ型事業移行者数 
０人 

①のうち就労継続支援Ａ型移事業を通じて一般

就労へ移行した人数 

目標値 

就労継続支援Ａ型事業移行者数 
１人 

②のうち就労継続支援Ａ型移事業を通じて一般

就労へ移行すると見込まれる人数 

令和３年度の 

就労継続支援Ｂ型事業移行者数 
０人 

①のうち就労継続支援Ｂ型移事業を通じて一般

就労へ移行した人数 

目標値 

就労継続支援Ｂ型事業移行者数 
０人 

②のうち就労継続支援Ｂ型移事業を通じて一般

就労へ移行すると見込まれる人数 

令和３年度 

就労定着支援事業利用者数 
２人 令和３年度の就労定着支援事業利用者数 

目標値 

就労定着支援事業利用者数 
８人 令和８年度の就労定着支援事業利用者数（見込） 

＊国が示している成果目標 

・一般就労への移行者数：令和３年度実績の１．２８倍以上 

 うち就労移行支援事業：１．３１倍以上、就労Ａ型：１．２９倍以上、 

就労Ｂ型：１．２８倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の 

事業所：５割以上 

・就労定着支援事業利用者：令和３年度末実績の１．４１倍以上 

・就労定着率が７割以上の就労定着支援事業所：２割５分以上 
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５．障がい児支援の提供体制の整備等 

 障がい児支援の提供体制の整備として、児童発達支援センター、保育所等訪問支援利用

体制構築、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所、医療的ケア児支援についての協議の場等の整備が求められています。なお、市町村

単独での設置が困難な場合には、圏域での整備も差し支えないとされています。 

本町では単独での整備が困難な支援体制が多いため、圏域での整備を進めていきますが、

猪苗代町障がい者自立支援協議会や地域生活支援拠点等事業を共同で実施している磐梯

町、北塩原村、湯川村をはじめとした会津圏域に係る市町村、相談支援事業所等と協議し

ながら事業所や支援体制の整備に努めていきます。 

項目 令和５年１０月末時点 令和８年度末目標 

児童発達支援センター 
２ヵ所 

（圏域） 

２ヵ所 

（圏域） 

保育所等訪問支援利用体制 有 有 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所・ 

放課後等デイサービス事業所 

４ヵ所 

（圏域） 

４ヵ所 

（圏域） 

医療的ケア児支援の協議の場 ０ヵ所 
１ヵ所 

（圏域） 

医療的ケア児等に関するコーディネーター ０人 
１人 

（圏域） 

＊国が示している成果目標 

・児童発達支援センターを各市町村（又は圏域）に１ヵ所以上設置。 

・児童発達支援センターや地域の障がい児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活 

用しながら、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体 

制を構築。 

・主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業 

所を各市町村（又は圏域）に１ヵ所以上確保。 

・医療的ケア児支援の協議の場の設置及び医療的ケア児等に関するコーディネーターの 

配置 
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６．相談支援体制の充実・強化等 

相談支援体制を充実・強化するため、令和８年度末までに各市町村において、総合的な

相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくり

の役割を担う基幹相談支援センターの設置（複数市町村による共同設置含む）が求められ

ています。また、猪苗代町障がい者自立支援協議会における個別事例の検討を通じた地域

サービス基盤の開発・改善が求められています。 

本町では相談支援事業を相談支援事業所に委託して実施しており、障がい者やその家族

からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行うことにより、自立した日常生活また

は社会生活を営むことができるよう支援を行っています。相談支援事業所による相談支援

の対応件数等は年々増加しており、相談支援の需要が高まっていることからも、相談支援

事業所や会津圏域に係る市町村と連携し相談支援体制のより一層の強化に努めていきま

す。なお、基幹相談支援センターの設置については地域生活支援拠点等事業を共同で実施

している磐梯町、北塩原村、湯川村での整備を進めていきます。 

項目 令和４年度実績 令和８年度末目標 

基幹相談支援センター 無 有（圏域） 

基幹相談支援センターによる地域の相談支援事

業所に対する専門的な指導・助言 
０件 １件 

基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業者

の人材育成の支援 
０件 １件 

基幹相談支援センターによる地域の相談機関と

の連携強化の取組の実施 
０回 １回 

基幹相談支援センターによる個別事例の支援内

容の検証の実施回数 
０回 １回 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専

門員の配置人数 
０人 １人 

協議会における相談支援事業所の参画による事

例検討実施 
０回 １回 

上記事例検討会への参加事業者・機関数 ０カ所 １５カ所 

協議会の専門部会の設置数 ０部会 ２部会 

専門部会の実施回数 ０回 ６回 

＊国が示している成果目標 

・基幹相談支援センターの設置 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善 



 

６１ 

７．障害福祉サービス等の質の向上 

令和８年度末までに障がい福祉サービス等の質を向上させるため取組を実施する体制

の構築が求められています。 

障がい福祉サービスの等の質を向上させるための取組を実施する体制を構築するため

に、近隣町村や相談支援事業所、関係事業所等と協議しながら、体制の構築に努めていき

ます。 

項目 令和４年度実績 令和８年度末目標 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る

研修その他の研修への市町村職員の参加 
３人 ３人 

障害者自立支援審査支払等システム等による審

査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関

係自治体等と共有する体制及び共有回数 

無 

（０回） 

有 

（１回） 

＊国が示している成果目標 

・各市町村において、サービスの質の向上を図るための体制構築。 
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福  ◆第３章                                

 祉  ◇第２節  サービスの見込み量と確保 

障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域において

計画的にサービスが提供されるよう、障がい福祉サービス等についての数値目標を設定し

ました。 

 

第１ 訪問系サービス 

サービス名 内容 

居宅介護 居宅で入浴・排せつ・食事等の介護及び調理・洗濯・掃除等

の家事援助を行います。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由または重度の知的障がいもしくは精神障が
いがあり、常に介護を必要とする人に、居宅で入浴・排せつ・
食事等の介護及び調理・洗濯・掃除等の家事並びに、外出時
における移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 視覚障がい者の方の外出時に同行し、外出支援を行います。 

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を

回避するために必要な支援、外出支援を行います。 

重度障がい者包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービス

を包括的に行います。 

 

○利用量の見込み 

 利用実績を基礎として、サービス利用者数の伸びやニーズ調査の結果、社会資源等を踏

まえて見込量を算出しました。 
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○必要量確保のための方策 

 訪問系サービスについては地域資源が特に不足していることから町外事業者及び町内 

介護保険事業者との連携を図り、地域サービス基盤の開発・改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
時間／年 １，１５２ １，１５２ １，２００ 

人／年 １３ １３ １４ 

重度訪問介護 
時間／年 １０，５６０ １３，２００ １５，８４０ 

人／年 ４ ５ ６ 

同行援護 
時間／年 ４５６ ５０４ ５５２ 

人／年 ４ ４ ５ 

行動援護 
時間／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

重度障害者包括支援 
時間／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 
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第２ 日中活動系サービス  

サービス名 内容 

生活介護 創作的活動または生産活動の機会を提供するとともに、入浴、

排せつ、食事等の介護を行います。 

自立訓練(機能訓練) 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身

体機能の向上のために必要な訓練を行います 

自立訓練（生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生

活能力の向上のために必要な訓練を行います 

就労選択支援【新規】 働く力と意欲のある障がい者に対して、就労選択の機会を適

切に提供するための支援を行います。 

就労移行支援 就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練等を行います 

就労継続支援Ａ型 障がい者が事業者と雇用契約に基づき就労し、生産活動その

他の機会を通じて、就労に必要な知識や能力の向上のために

必要な訓練等を行います。 

就労継続支援Ｂ型 雇用されることが困難な障がい者に対し生産活動その他の機

会を通じて、就労に必要な知識や能力の向上のために必要な

訓練等を行います。 

就労定着支援 就労移行支援等を利用して新たに雇用された障がい者の就労

の継続を図るため、関係機関との連絡調整や雇用に伴う生活

面の課題を解決できるよう、相談、指導、助言等の支援を行

います。 

療養介護 医療と常時の介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、介護および日常生活の支援を行います。 

短期入所 介護者の病気などのため障がい者支援施設に短期間入所し、

入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

 

○利用量の見込み 

 利用実績を基礎として、サービス利用者数の伸びやニーズ調査の結果、社会資源等を踏

まえて見込量を算出しました。 
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○必要量確保のための方策 

 利用したい方が満足に利用できるよう町内の障がい福祉サービス事業所を中心に事業

所の協力を求めていくこととします。また、圏域での連携を強化し町外の事業所につい

ても情報収集や周知に努めます。 

 就労選択支援については、新規事業（令和７年１０月開始予定）のため、事業に関する

情報収集や周知に努めます。 

 

 

 

 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
人日／年 ９，５７６ ９，７９２ １０，００８ 

人／年 ４３ ４４ ４５ 

自立訓練(機能訓練) 
人日／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

自立訓練(生活訓練) 
人日／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

就労選択支援 
人日／年 

 
０ ２０ 

人／年 ０ ２ 

就労移行支援 
人日／年 ７８０ ７８０ ７８０ 

人／年 ３ ３ ３ 

就労継続支援Ａ型 
人日／年 １，５１２ １，７２８ １，７２８ 

人／年 ７ ８ ８ 

就労継続支援Ｂ型 
人日／年 ５，６４０ ５，８８０ ６，１２０ 

人／年 ３７ ３９ ４１ 

就労定着支援 人／年 ４ ６ ８ 

療養介護 人／年 ０ ０ ０ 

行動援護 
時間／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

短期入所（障がい者） 
人日／年 １２０ １８０ ３６０ 

人／年 ７ ８ ９ 
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第３ 居住系サービス 

サービス名 内容 

自立生活援助 施設入所支援や共同生活援助を利用していた障がい者に対

し、居宅における自立した日常生活を営むための環境整備に

必要な援助を行います。 

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援

助を行います。 

施設入所支援 障がい者支援施設において、夜間の入浴、排せつ等の介護や

日常の相談支援を行います。 

 

○利用量の見込み 

 利用実績を基礎として、サービス利用者数の伸びやニーズ調査の結果、社会資源等を踏

まえて見込量を算出しました。 

 

○必要量確保のための方策 

 共同生活援助については、親亡き後の自立した生活や地域移行促進のため、町内の障が

い福祉サービス事業所を中心に事業所の協力を求め、地域サービス基盤の開発・改善に

努めます。 

施設入所者数については、削減目標となっているため、地域で安心して生活ができるよ

うに地域サービス基盤の開発・改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 人／年 ０ ０ ０ 

共同生活援助 人／年 ２３ ２５ ２７ 

施設入所支援 人／年 ２３ ２２ ２１ 
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第４ 相談支援  

サービス名 内容 

計画相談支援 福祉サービス利用にあたり必要な支援を行います。 

地域移行支援 住居の確保等、地域生活に移行するための活動に関する支援

を行います。 

地域定着支援 緊急時の連絡体制の確保等、地域生活の定着のための支援を

行います。 

 

○利用量の見込み 

 利用実績を基礎として、ニーズ調査の結果等を踏まえて見込量を算出しました。計画相

談支援については、障がい福祉サービス等を利用するすべての障がい者が対象となるこ

とから、他のサービスの利用実績及び今後の新規利用見込者数を勘案して算出しました。 

 

○必要量確保のための方策 

 利用したい方が満足に利用できるよう町内の相談支援事業所等を中心に事業所の協力

を求めていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 人／年 １１０ １１２ １１４ 

地域移行支援 人／年 ０ ０ ０ 

地域定着支援 人／年 ０ ０ ０ 
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第５ 障がい児支援  

サービス名 内容 

児童発達支援 療育の必要性が認められた未就学の児童に、日常生活動作の

指導や集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 外出してサービスを受けることが困難な障がい児の居宅を訪

問して日常生活動作の指導等の支援を行います。 

放課後等デイサービス 就学中の児童に、授業終了後又は夏休み等の長期休暇に、生

活能力の向上のための訓練等の支援を行います。 

保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援

等を行います。 

障害児相談支援 障がい児福祉サービス利用にあたり必要な支援を行います。 

 

○利用量の見込み 

 利用実績を基礎として、サービス利用者数の伸びやニーズ調査の結果、社会資源等を踏

まえて見込量を算出しました。 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
人日／年 ５１６ ６０２ ６０２ 

人／年 ６ ７ ７ 

居宅訪問型児童発達支援 
人日／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

放課後等デイサービス 
人日／年 ２，８８０ ３，０７２ ３，２６４ 

人／年 ３０ ３２ ３４ 

保育所等訪問支援 
人日／年 １２ ２４ ３６ 

人／年 １ ２ ３ 

障害児相談支援 人／年 ４０ ４０ ４０ 

保育所の利用を必要とする 

障がい児 

人日／年 ０ ０ ０ 

人／年 ０ ０ ０ 

認定こども園の利用を必要とする

障がい児 

人日／年 ９３６ ９３６ ９３６ 

人／年 ６ ６ ６ 

放課後児童健全育成事業の利用を

必要とする障がい児 

人日／年 １，４０４ １，４０４ １，４０４ 

人／年 ９ ９ ９ 

短期入所（障がい児） 
人日／年 １５ ３０ ４５ 

人／年 １ ２ ３ 
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○必要量確保のための方策 

 利用したい方が満足に利用できるよう町内の障がい児福祉サービス事業所を中心に事

業所の協力を求めていくこととします。また、圏域での連携を強化し町外の事業所につ

いても情報収集や周知に努めます。加えて、障がいへの理解を促進し障がいの有無にか

かわらず互いに学び合う環境、個別のニーズに対応した支援を行えるような質の確保に

も努めます。 
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福  ◆第３章                                

 祉  ◇第３節 地域生活支援事業の実施に関する事項 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法によって法定化された事業で、障がい者や障が

い児がその有する能力やその適正に応じて、自立した日常生活や社会生活を営むことがで

きるよう支援していく事業です。障がい者にとって一番身近な事業であり、使いやすい事

業となることを目指します。 

 

第１ 地域生活支援事業 

サービス名 内容 

相談支援事業 障がい者等からの相談に応じ、情報の提供及び権利擁護のため

に必要な援助などを行う事業です。 

意思疎通支援事業 聴覚、言語障がい、音声機能その他の障がいのため、意思疎通

を図ることに支援が必要な障がいのある方に対して、手話通訳

者や要約筆記奉仕員の派遣などの支援を行う事業です。 

日常生活給付等事業 障がい者等に対し日常生活上の便宜を図るために、介護・訓練

支援用具や自立生活支援用具等を給付する事業です。 

 

 介護訓練支援用具 

自立生活支援用具 

在宅療養等支援 

用具 

情報・意思疎通支援

用具 

排泄管理支援用具 

移動支援事業 屋外での移動に著しい制限のある視覚障がい者や、知的障がい

者、一人での外出が困難である精神障がい者等に対し、外出の

際の移動の支援を行う事業です。 

地域活動支援センター

事業 

障がいのある方が創作的活動または生産活動の機会の提供を受

け、社会との交流促進等を行う事業です。 

訪問入浴サービス事業 身体障がい者の生活を支援するため、訪問により居宅において

入浴サービスを提供する事業です。 

日中一時支援事業 家族の就労等により家庭において一時的に介護を受けることが

できない障がい者に対し、宿泊を伴わない日中活動の場を提供

する事業です。 



 

７１ 

地域移行のための 

安心生活支援 

（地域生活支援拠点等事業） 

安心して地域で暮らしていくため、相談対応・緊急時の対応・

体験の機会の提供・専門人材の育成・地域の体制づくりを行う

事業です。本町では、令和３年度から磐梯町、北塩原村、湯川

村と共同で実施しています。 

 

○利用量の見込み 

利用実績を基礎として、サービス利用者数の伸びやニーズ調査の結果等を踏まえて見込

量を算出しました。 

 

○見込量確保のための方策 

 支援を必要とする方に必要な支援が行き届くよう事業の周知及び地域資源の開発・改善

に努めます。 

サービスの種類 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害者相談支援事業 
実施箇所数 １ １ １ 

利用者数 １１５ １２０ １２５ 

意思疎通支援事業 利用者数 ０ ０ ０ 

日常生活給付等事業     

 

介護訓練支援用具 

給付件数／年 

２ ２ ２ 

自立生活支援用具 ２ ２ ２ 

在宅療養等支援用具 ３ ３ ３ 

情報・意思疎通支援用具 １ １ １ 

排泄管理支援用具 ４６８ ４８０ ４９２ 

移動支援事業 
利用者数 ２ ２ ３ 

利用時間／年 ４２ ４２ ６３ 

地域活動支援センター事業 

実施箇所数 １ １ １ 

利用者数 １５ １５ １６ 

利用日数／年 １，０８０ １，０８０ １，１００ 

訪問入浴サービス事業 
利用者数 ４ ４ ５ 

利用回数／年 １９２ １９２ ２４０ 

日中一時支援事業 
利用者数 ２０ ２３ ２６ 

利用日数／年 ８００ １，０３５ １，３００ 

地域移行のための安心生活支援 

（地域生活支援拠点等事業） 

登録事業者数 ２ ３ ４ 

登録者数 ２ ３ ４ 


